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＜要旨＞ 

本稿では、日本における個人の自己啓発実施の規定要因とその効果について

の分析を行う。自己啓発とは、個人が自らの意思で、就業時間外に、自分で費

用をまかなって行う職業能力開発のことである。正社員・正職員、短時間パー

ト、長時間パート、派遣社員、無業の人の自己啓発実施確率は、経営者・役員・

自営業とくらべて低く、なかでも、無業者の実施確率が一番低い。就業者につ

いてみると、勤務先の上司から身につけてほしい能力について説明を受けてい

る人のほうが、説明を受けていない人とくらべて、統計的に有意に自己啓発の

実施確率が高い。さらに、過去 3 年間に勤務先の指示で教育訓練を受けたこと

のある人のほうが、自己啓発の実施確率が高い。これらの結果から、職業能力

として何を身につけるべきかを知らされていることが、自分で行う職業能力開

発につながると考えられる。しかしながら、自己啓発の実施は、賃金上昇や正

社員転換には必ずしもつながってはいない。自己啓発を行っている人でも、職

業生活にプラスにはたらくよう効果的に行えていない可能性が示唆される。 
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